
 

令和６年（２０２４年）第二回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第 146号 

件名：熊本市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正について 

 

＜改正理由＞ 

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準等の一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第５号）の施

行による児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号）の一部改正等に伴

い、所要の改正を行うもの 

 

＜改正内容＞ 

第１条 熊本市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成２４年条例第９３号）の一部を次のように改正

する。 

  第４条中「第２６条第３項」を「第２６条第５項」に改める。 

 

＜施行日＞ 

公布の日 

 

厚生委員会 

議案説明資料 １ 
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令和６年（２０２４年）第二回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第 146号 

件名：熊本市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正について 

 

＜改正理由＞ 

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準等の一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第５号）の施

行による児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号）の一部改正等に伴

い、所要の改正を行うもの 

 

＜改正内容＞ 

第２条 熊本市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成２４年条例第９４号）の一部を次のように改正

する。 

  第４条第１項中「第２０条第３項」を「第２０条第５項」に改める。 

 

＜施行日＞ 

公布の日 
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令和６年（２０２４年）第二回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第 146号 

件名：熊本市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正について 

 

＜改正理由＞ 

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準等の一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第５号）の施

行による児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号）の一部改正等に伴

い、所要の改正を行うもの 

 

＜改正内容＞ 

第３条 熊本市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２４年条例第１０５号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第２項の表及び附則第３条中「第６２条第１号」を「第６

２条第１項」に改める。 

 

＜施行日＞ 

公布の日 
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1/1 

熊本市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年条例第９３号）新旧対照表          【第１条改正関係】 

改正後（案） 現行 備考 

（趣旨） （趣旨）  

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号。以下「法」という。）第２１条の５の４第１項第

２号並びに第２１条の５の１９第１項及び第２項の規

定に基づき、指定通所支援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準を定めるものとする。 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号。以下「法」という。）第２１条の５の４第１項第

２号並びに第２１条の５の１９第１項及び第２項の規

定に基づき、指定通所支援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準を定めるものとする。 

 

（定義） （定義）  

第２条 この条例において使用する用語は、児童福祉法に

基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「省

令」という。）において使用する用語の例による。 

第２条 この条例において使用する用語は、児童福祉法に

基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「省

令」という。）において使用する用語の例による。 

 

第３条 （略） 第３条 （略）  

（外部評価の活用） （外部評価の活用）  

第４条 指定児童発達支援事業者は、省令第２６条第５項

に規定する評価の実施に当たっては、外部の者による評

価を活用するよう努めなければならない。 

第４条 指定児童発達支援事業者は、省令第２６条第３項

に規定する評価の実施に当たっては、外部の者による評

価を活用するよう努めなければならない。 

・児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正

する内閣府令（令和6年内閣府令第5号）による

改正。（児童福祉法に基づく指定通所支援の事

業等の人員、設備及び運営に関する基準第26条

について、項の追加に伴って第3項が第5項に繰

り下がったもの） 

第５条～第７条 （略） 第５条～第７条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 
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2/2 

熊本市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年条例第９４号）新旧対照表          【第２条改正関係】 

改正後（案） 現行 備考 

（趣旨） （趣旨）  

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号。以下「法」という。）第２４条の１２第１項及び

第２項の規定に基づき、指定障害児入所施設等の人員、

設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号。以下「法」という。）第２４条の１２第１項及び

第２項の規定に基づき、指定障害児入所施設等の人員、

設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

（定義） （定義）  

第２条 この条例において使用する用語は、児童福祉法に

基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関

する基準（平成２４年厚生労働省令第１６号。以下「省

令」という。）において使用する用語の例による。 

第２条 この条例において使用する用語は、児童福祉法に

基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関

する基準（平成２４年厚生労働省令第１６号。以下「省

令」という。）において使用する用語の例による。 

 

第３条 （略） 第３条 （略）  

（評価結果の公表及び外部評価の活用） （評価結果の公表及び外部評価の活用）  

第４条 指定福祉型障害児入所施設は、省令第２０条第５

項に規定する評価の結果を公表しなければならない。 

第４条 指定福祉型障害児入所施設は、省令第２０条第３

項に規定する評価の結果を公表しなければならない。 

・児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正

する内閣府令（令和6年内閣府令第5号）による

改正。（児童福祉法に基づく指定障害児入所施

設等の人員、設備及び運営に関する基準第20条

について、項の追加に伴って第2項以下が2項ず

つ繰り下がったもの） 

２ 指定福祉型障害児入所施設は、前項の評価の実施に当

たっては、外部の者による評価を活用するよう努めなけ

ればならない。 

２ 指定福祉型障害児入所施設は、前項の評価の実施に当

たっては、外部の者による評価を活用するよう努めなけ

ればならない。 

第５条～第７条 （略） 第５条～第７条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 
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3/5 

熊本市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年条例第１０５号）新旧対照表                【第３条改正関係】 

改正後（案） 現行 備考 

（趣旨） （趣旨）  

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。

以下「法」という。）第４５条第１項の規定に基づき、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。

以下「法」という。）第４５条第１項の規定に基づき、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

（定義） （定義）  

第２条 この条例において使用する用語は、児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以下「省

令」という。）において使用する用語の例による。 

第２条 この条例において使用する用語は、児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以下「省

令」という。）において使用する用語の例による。 

 

（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準） （児童福祉施設の設備及び運営に関する基準）  

第３条 次条から第７条までに定めるもののほか、法第４５条第

１項の規定により条例で定める児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準は、省令に定める基準（省令の改正に際し定めら

れた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

第３条 次条から第７条までに定めるもののほか、法第４５条第

１項の規定により条例で定める児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準は、省令に定める基準（省令の改正に際し定めら

れた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる字句に読み替える

ものとする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表右欄に掲げる字句に読み替える

ものとする。 

 

省令第2条 都道府県知事 市長 

省令第3条

第1項 

都道府県知事 市長 

その管理に属する法第8条

第2項に規定する都道府県

児童福祉審議会（社会福祉

法（昭和26年法律第45号）

第12条第1項の規定により

熊本市社会福祉審議会条

例（平成12年条例第33号）

第1条に規定する熊本市

社会福祉審議会 

省令第2条 都道府県知事 市長 

省令第3条

第1項 

都道府県知事 市長 

その管理に属する法第8条

第2項に規定する都道府県

児童福祉審議会（社会福祉

法（昭和26年法律第45号）

第12条第1項の規定により

熊本市社会福祉審議会条

例（平成12年条例第33号）

第1条に規定する熊本市

社会福祉審議会 
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4/5 

同法第7条第1項に規定す

る地方社会福祉審議会（以

下この項において「地方社

会福祉審議会」という。）

に児童福祉に関する事項

を調査審議させる都道府

県にあつては、地方社会福

祉審議会） 

省令第3条

第2項 

都道府県 市 

省令第32条

第2号 

又は 1人につき4.95平方メー

トル以上、 

1.65平方メートル 3.3平方メートル 

省令第32条

第3号 

又は 1人につき4.95平方メー

トル以上、 

省令第32条

第5号 

付近にある屋外遊戯場に

代わるべき場所を含む 

建物と同一敷地内又はこ

れに隣接する敷地内にあ

るもの（公園等を除く。）

に限る 

省令第32条

の2第5号 

提供するよう努める 提供する 

省令第38条

第2項第6号 

児童厚生施設の設置者（地

方公共団体以外の者が設

置する児童厚生施設にあ

つては、都道府県知事） 

市長 

省令第62条

第1項 

付近にある屋外遊戯場に

代わるべき場所を含む 

建物と同一敷地内又はこ

れに隣接する敷地内にあ

同法第7条第1項に規定す

る地方社会福祉審議会（以

下この項において「地方社

会福祉審議会」という。）

に児童福祉に関する事項

を調査審議させる都道府

県にあつては、地方社会福

祉審議会） 

省令第3条

第2項 

都道府県 市 

省令第32条

第2号 

又は 1人につき4.95平方メー

トル以上、 

1.65平方メートル 3.3平方メートル 

省令第32条

第3号 

又は 1人につき4.95平方メー

トル以上、 

省令第32条

第5号 

付近にある屋外遊戯場に

代わるべき場所を含む 

建物と同一敷地内又はこ

れに隣接する敷地内にあ

るもの（公園等を除く。）

に限る 

省令第32条

の2第5号 

提供するよう努める 提供する 

省令第38条

第2項第6号 

児童厚生施設の設置者（地

方公共団体以外の者が設

置する児童厚生施設にあ

つては、都道府県知事） 

市長 

省令第62条

第1号 

付近にある屋外遊戯場に

代わるべき場所を含む 

建物と同一敷地内又はこ

れに隣接する敷地内にあ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・児童福祉法に基づく指定通所支

援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準等の一部を改

正する内閣府令（令和6年内閣

府令第5号）による改正。（児

童福祉施設の設備及び運営に

関する基準第62条について、号

建ての規定が項建てに改正さ

れたもの） 
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5/5 

るものに限る 
 

るものに限る 
 

第４条～第７条 （略） 第４条～第７条 （略）  

附 則 附 則  

（施行期日） （施行期日）  

第１条 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 第１条 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  

（経過措置） （経過措置）  

第２条 この条例の施行の際現に存する保育所については、当分

の間、第３条第２項の規定（省令第３２条第５号の規定の読替

えに係る部分に限る。）は、適用しない。 

第２条 この条例の施行の際現に存する保育所については、当分

の間、第３条第２項の規定（省令第３２条第５号の規定の読替

えに係る部分に限る。）は、適用しない。 

 

第３条 この条例の施行の際現に存する福祉型児童発達支援セ

ンターについては、当分の間、第３条第２項の規定（省令第６

２条第１項の規定の読替えに係る部分に限る。）は、適用しな

い。 

第３条 この条例の施行の際現に存する福祉型児童発達支援セ

ンターについては、当分の間、第３条第２項の規定（省令第６

２条第１号の規定の読替えに係る部分に限る。）は、適用しな

い。 
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令和６年（２０２４年）第二回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第 147号 

件名：熊本市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部改正について 

 

＜改正理由＞ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等の一部を改正する命令（令和６年内閣府、厚生労働省令第３号）の施

行による障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）の一部改正等に伴い、所

要の改正を行うもの。 

 

＜改正内容＞ 

第１条 熊本市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

関する基準を定める条例（平成２４年条例第９６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第３条第２項中「第２１０条第４項及び第５項並びに第２１３条の

６第５項及び第６項」を「第２１０条第５項」に、「同項」を「省令

第２１３条の６第６項」に改め、「第２１３条の１０第１項、」を削る。 

第２条 熊本市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部を次のように改正する。 

  第３条第２項中「、省令第２１０条第５項中「都道府県知事」とあ

るのは「市長」と」を削る。 

 

＜施行日＞ 

公布の日から施行。 

ただし、第２条の規定は、公布の日又は障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律（令和４年

法律第１０４号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日のいずれ

か遅い日から施行。  

 

厚生委員会 

議案説明資料 ２ 
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令和６年（２０２４年）第二回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第 147号 

件名：熊本市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について 

 

＜改正理由＞ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等の一部を改正する命令（令和６年内閣府、厚生労働省令第３号）の施

行による障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）の一部改正等に伴い、所

要の改正を行うもの。 

 

＜改正内容＞ 

第３条 熊本市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２４年条例第９８号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「第１６条第３項」を「第１６条第４項」に改め

る。 

 

＜施行日＞ 

公布の日 
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熊本市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年条例第９６号）新旧対照表    【第１・２条改正関係】 

第２条改正（公布の日又は障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律の施行の日のいず

れか遅い日） 

第１条改正（公布日施行） 現行 

（趣旨） （趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号。以下「法」という。）第３０条第

１項第２号イ、第４１条の２第１項第１号及び第

２号並びに第４３条第１項及び第２項の規定に基

づき、指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号。以下「法」という。）第３０条第

１項第２号イ、第４１条の２第１項第１号及び第

２号並びに第４３条第１項及び第２項の規定に基

づき、指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号。以下「法」という。）第３０条第

１項第２号イ、第４１条の２第１項第１号及び第

２号並びに第４３条第１項及び第２項の規定に基

づき、指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） （定義） （定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の

人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第１７１号。以下「省令」という。）

において使用する用語の例による。 

第２条 この条例において使用する用語は、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の

人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第１７１号。以下「省令」という。）

において使用する用語の例による。 

第２条 この条例において使用する用語は、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の

人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第１７１号。以下「省令」という。）

において使用する用語の例による。 

（指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準） 

（指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準） 

（指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準） 

第３条 次条から第６条までに定めるもののほか、

法第３０条第１項第２号イ、第４１条の２第１項

第１号及び第２号並びに第４３条第１項及び第２

項の規定により条例で定める指定障害福祉サービ

スの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

は、省令に定める基準（省令の改正に際し定めら

第３条 次条から第６条までに定めるもののほか、

法第３０条第１項第２号イ、第４１条の２第１項

第１号及び第２号並びに第４３条第１項及び第２

項の規定により条例で定める指定障害福祉サービ

スの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

は、省令に定める基準（省令の改正に際し定めら

第３条 次条から第６条までに定めるもののほか、

法第３０条第１項第２号イ、第４１条の２第１項

第１号及び第２号並びに第４３条第１項及び第２

項の規定により条例で定める指定障害福祉サービ

スの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

は、省令に定める基準（省令の改正に際し定めら
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れた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 れた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 れた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、省令第２９条中「介護給

付費」とあるのは「介護給付費又は特例介護給付

費」と、省令第１８３条中「都道府県」とあるの

は「市」と、省令第２０１条第４項中「都道府

県」とあるのは「市及び熊本県」と      

                      

                      

   、省令第２１３条の６第６項中「前項」と

あるのは「前２項」と、省令         

   、附則第７条第１項及び附則第１１条第２

項中「都道府県知事」とあるのは「市長」と読み

替えるものとする。 

２ 前項の場合において、省令第２９条中「介護給

付費」とあるのは「介護給付費又は特例介護給付

費」と、省令第１８３条中「都道府県」とあるの

は「市」と、省令第２０１条第４項中「都道府

県」とあるのは「市及び熊本県」と、省令第２１

０条第５項                 

      中「都道府県知事」とあるのは「市

長」と、省令第２１３条の６第６項中「前項」と

あるのは「前２項」と、省令         

   、附則第７条第１項及び附則第１１条第２

項中「都道府県知事」とあるのは「市長」と読み

替えるものとする。 

２ 前項の場合において、省令第２９条中「介護給

付費」とあるのは「介護給付費又は特例介護給付

費」と、省令第１８３条中「都道府県」とあるの

は「市」と、省令第２０１条第４項中「都道府

県」とあるのは「市及び熊本県」と、省令第２１

０条第４項及び第５項並びに第２１３条の６第５

項及び第６項中「都道府県知事」とあるのは「市

長」と、同項          中「前項」と

あるのは「前２項」と、省令第２１３条の１０第

１項、附則第７条第１項及び附則第１１条第２項

中「都道府県知事」とあるのは「市長」と読み替

えるものとする。 

第４条～第６条 （略） 第４条～第６条 （略）  

附 則 （略） 附 則 （略）  
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熊本市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年条例第９８号）新旧対照表             【第３条改正関係】 

改正後（案） 現行 備考 

（趣旨） （趣旨）  

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号。以下「法」という。）第８０条第１項の規定に基づ

き、障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準を定め

るものとする。 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号。以下「法」という。）第８０条第１項の規定に基づ

き、障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準を定め

るものとする。 

 

（定義） （定義）  

第２条 この条例において使用する用語は、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第１７４号。以下「省令」と

いう。）において使用する用語の例による。 

第２条 この条例において使用する用語は、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第１７４号。以下「省令」と

いう。）において使用する用語の例による。 

 

第３条 （略） 第３条 （略）  

（評価結果の公表及び外部評価の活用） （評価結果の公表及び外部評価の活用）  

第４条 療養介護事業者は、省令第１６条第４項に規定

する評価の結果を公表しなければならない。 

第４条 療養介護事業者は、省令第１６条第３項に規定

する評価の結果を公表しなければならない。 

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準等の一部を改

正する内閣府厚生労働省令（令和６年

内閣府高齢労働省令第３号）による改

正。（障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づ

く障害福祉サービス事業の設備及び運

13
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営に関する基準第１６条について、第

２項の追加に伴って第３項が第４項に

繰り下がったもの） 

２ 療養介護事業者は、前項の評価の実施に当たって

は、外部の者による評価を活用するよう努めなければ

ならない。 

２ 療養介護事業者は、前項の評価の実施に当たって

は、外部の者による評価を活用するよう努めなければ

ならない。 

 

第５条、第６条 （略）   

附 則 （略）   
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令和６年（２０２４年）第二回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第 148号 

件名：熊本市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正について 

 

＜改正理由＞ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部

を改正する省令（令和６年厚生労働省令第１７号）の施行による障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生

労働省令第１７２号）の一部改正等に伴い、所要の改正を行うもの 

 

＜改正内容＞ 

第１条 熊本市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成２４年条例第９７号）の一部を次のように改正

する。 

  第４条第１項中「第２２条第３項」を「第２２条第４項」に改める。 

  

＜施行日＞ 

公布の日 

 

厚生委員会 

議案説明資料 ３ 
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令和６年（２０２４年）第二回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第 148号 

件名：熊本市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正について 

 

＜改正理由＞ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部

を改正する省令（令和６年厚生労働省令第１７号）の施行による障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生

労働省令第１７２号）の一部改正等に伴い、所要の改正を行うもの 

 

＜改正内容＞ 

第２条 熊本市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成２４年条例第１０１号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１項中「第１７条第３項」を「第１７条第４項」に改める。 

 

＜施行日＞ 

公布の日 
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熊本市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年条例第９７号）新旧対照表          【第１条改正関係】 

改正後（案） 現行 備考 

（趣旨） （趣旨）  

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）第４４条第１項及び第２

項の規定に基づき、指定障害者支援施設等の人員、設

備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）第４４条第１項及び第２

項の規定に基づき、指定障害者支援施設等の人員、設

備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

（定義） （定義）  

第２条 この条例において使用する用語は、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７２号。以

下「省令」という。）において使用する用語の例によ

る。 

第２条 この条例において使用する用語は、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７２号。以

下「省令」という。）において使用する用語の例によ

る。 

 

（指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関す

る基準） 

（指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関す

る基準） 

 

第３条 次条から第６条までに定めるもののほか、法第

４４条第１項及び第２項の規定により条例で定める指

定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基

準は、省令に定める基準（省令の改正に際し定められ

た経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

第３条 次条から第６条までに定めるもののほか、法第

４４条第１項及び第２項の規定により条例で定める指

定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基

準は、省令に定める基準（省令の改正に際し定められ

た経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

 

２ 前項の場合において、省令第２９条第４項中「都道

府県」とあるのは「市及び熊本県」と、省令第３３条

中「都道府県」とあるのは「市」と、省令第３９条第

２ 前項の場合において、省令第２９条第４項中「都道

府県」とあるのは「市及び熊本県」と、省令第３３条

中「都道府県」とあるのは「市」と、省令第３９条第
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２号中「又は訓練等給付費」とあるのは「、訓練等給

付費、特例介護給付費又は特例訓練等給付費」と、省

令附則第１７条及び第１８条中「施行日」とあるのは

「平成２５年３月３１日」と読み替えるものとする。 

２号中「又は訓練等給付費」とあるのは「、訓練等給

付費、特例介護給付費又は特例訓練等給付費」と、省

令附則第１７条及び第１８条中「施行日」とあるのは

「平成２５年３月３１日」と読み替えるものとする。 

（令３条例４９・全改） （令３条例４９・全改）  

（評価結果の公表及び外部評価の活用） （評価結果の公表及び外部評価の活用）  

第４条 指定障害者支援施設等は、省令第２２条第４項

に規定する評価の結果を公表しなければならない。 

第４条 指定障害者支援施設等は、省令第２２条第３項

に規定する評価の結果を公表しなければならない。 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく指定障害者支援施設等

の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を

改正する厚生労働省令（令和6年厚生労働省令第

17号）による改正。（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に

関する基準第22条について、項の追加に伴って

第3項が第4項に繰り下がったもの） 

２ 指定障害者支援施設等は、前項の評価の実施に当た

っては、外部の者による評価を活用するよう努めなけ

ればならない。 

２ 指定障害者支援施設等は、前項の評価の実施に当た

っては、外部の者による評価を活用するよう努めなけ

ればならない。 

第５条～第６条 （略） 第５条～第６条 （略） 

附 則（略） 附 則（略） 
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熊本市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年条例第１０１号）新旧対照表               【第２条改正関係】 

改正後（案） 現行 備考 

（趣旨） （趣旨）  

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）第８４条第１項の規定に

基づき、障害者支援施設の設備及び運営に関する基準

を定めるものとする。 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）第８４条第１項の規定に

基づき、障害者支援施設の設備及び運営に関する基準

を定めるものとする。 

 

（定義） （定義）  

第２条 この条例において使用する用語は、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第１７７号。以下「省令」

という。）において使用する用語の例による。 

第２条 この条例において使用する用語は、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第１７７号。以下「省令」

という。）において使用する用語の例による。 

 

（令３条例５３・全改） （令３条例５３・全改）  

（障害者支援施設の設備及び運営に関する基準） （障害者支援施設の設備及び運営に関する基準）  

第３条 次条から第５条までに定めるもののほか、法第

８４条第１項の規定により条例で定める障害者支援施

設の設備及び運営に関する基準は、省令に定める基準

（省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基

準を含む。）とする。 

第３条 次条から第５条までに定めるもののほか、法第

８４条第１項の規定により条例で定める障害者支援施

設の設備及び運営に関する基準は、省令に定める基準

（省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基

準を含む。）とする。 

 

２ 前項の場合において、省令第２４条第４項中「都道

府県」とあるのは「市及び熊本県」と、省令第２８条

中「都道府県」とあるのは「市」と読み替えるものと

する。 

２ 前項の場合において、省令第２４条第４項中「都道

府県」とあるのは「市及び熊本県」と、省令第２８条

中「都道府県」とあるのは「市」と読み替えるものと

する。 

 

19



4/4 

（令３条例５３・全改） （令３条例５３・全改）  

（評価結果の公表及び外部評価の活用） （評価結果の公表及び外部評価の活用）  

第４条 障害者支援施設は、省令第１７条第４項に規定

する評価の結果を公表しなければならない。 

第４条 障害者支援施設は、省令第１７条第３項に規定

する評価の結果を公表しなければならない。 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律に基づく指定障害者支援施設等

の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を

改正する厚生労働省令（令和6年厚生労働省令第

17号）による改正。（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく

障害者支援施設の設備及び運営に関する基準第1

7条について、項の追加に伴って第3項が第4項に

繰り下がったもの） 

２ 障害者支援施設は、前項の評価の実施に当たって

は、外部の者による評価を活用するよう努めなければ

ならない。 

２ 障害者支援施設は、前項の評価の実施に当たって

は、外部の者による評価を活用するよう努めなければ

ならない。 

第５条 （略） 第５条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 
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令和６年（２０２４年）第二回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第 149号 

件名：熊本市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部

改正について 

 

＜改正理由＞ 

子育て支援時間の導入に伴う規定の整備等をするため、所要の改正を行

う必要がある。 

 

＜改正内容＞ 

(1)子育て支援時間の導入に伴う規定の整備 

(2)その他規定の整備 

 

 

＜施行日＞ 

公布の日 

 

厚生委員会 

議案説明資料 ４ 
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熊本市病院事業企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成２０年条例第１１６号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２

号。以下「法」という。）第３８条第４項の規定に基づき、病院

事業の企業職員（以下「企業職員」という。）の給与の種類及び

基準を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２

号。以下「法」という。）第３８条第４項の規定に基づき、病院

事業の企業職員（以下「企業職員」という。）の給与の種類及び

基準を定めるものとする。 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 企業職員で常時勤務を要する者、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の２第１項の会計年度任用職員及び

同法第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）（以下「職

員」と総称する。）の給与の種類は、給料及び次の各号に掲げる

区分に応じ当該各号に定める手当とする。 

第２条 企業職員で常時勤務を要する者、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の２第１項の会計年度任用職員及び

同法第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）（以下「職

員」と総称する。）の給与の種類は、給料及び次の各号に掲げる

区分に応じ当該各号に定める手当とする。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

２ （略） ２ （略） 

第３条～第２１条 （略） 第３条～第２１条 （略） 

（給与の減額） （給与の減額） 

第２２条 職員が勤務しないときは、休日等である場合、企業管理

規程に規定する休暇による場合その他その勤務しないことにつき

特に管理者の承認のあった場合を除き、その勤務しない１時間に

第２２条 職員が勤務しないときは、休日等である場合、企業管理

規程に規定する休暇による場合その他その勤務しないことにつき

特に管理者の承認のあった場合を除き、その勤務しない１時間に
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つき管理者が定める勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を

支給する。 

つき管理者が定める勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を

支給する。 

２ 職員が次に掲げる休業又は休暇の承認を受けて勤務しない場合

には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、

勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

２ 職員が次に掲げる休業又は休暇の承認を受けて勤務しない場合

には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、

勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

(1) 部分休業（当該職員がその小学校就学の始期（フルタイム会

計年度任用職員及びパートタイム会計年度任用職員にあって

は、満３歳）に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間

の一部を勤務しないことをいう。） 

(1) 部分休業（当該職員がその小学校就学の始期       

                            

      に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間

の一部を勤務しないことをいう。） 

(2) 介護休暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者

の父母その他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により

管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障がある

ものをいう。以下同じ。）の介護をするため、勤務しないこと

が相当であると認められる場合における休暇（次号に掲げるも

のを除く。）をいう。） 

(2) 介護休暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者

の父母その他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により

管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障がある

ものをいう。以下同じ。）の介護をするため、勤務しないこと

が相当であると認められる場合における休暇（次号に掲げるも

のを除く。）をいう。） 

(3) 介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、１日の勤

務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる

場合における休暇をいう。） 

(3) 介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、１日の勤

務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる

場合における休暇をいう。） 

(4) 修学部分休業（当該職員が大学その他の管理者が定める教育

施設における修学のため、２年を超えない範囲内において、１

週間の勤務時間の一部について勤務しないことをいう。） 

(4) 修学部分休業（当該職員が大学その他の管理者が定める教育

施設における修学のため、２年を超えない範囲内において、１

週間の勤務時間の一部について勤務しないことをいう。） 

(5) 高齢者部分休業（当該職員が５５歳に達した日以後の日で、 (5) 高齢者部分休業（当該職員が５５歳に達した日以後の日で、
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当該職員が申請において示した日からその定年退職日（熊本市

職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第２７号）第２条

の定年退職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時間の一

部について勤務しないことをいう。） 

当該職員が申請において示した日からその定年退職日（熊本市

職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第２７号）第２条

の定年退職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時間の一

部について勤務しないことをいう。） 

(6) 不妊治療休暇（管理者が定める職員が不妊治療を受けるた

め、勤務しないことが相当であると認められる場合における休

暇をいう。） 

(6) 不妊治療休暇（管理者が定める職員が不妊治療を受けるた

め、勤務しないことが相当であると認められる場合における休

暇をいう。） 

(7) 子育て支援時間（当該職員が満６歳に達する日後の最初の４

月１日（フルタイム会計年度任用職員及びパートタイム会計年

度任用職員にあっては、満３歳に達する日の翌日）から満１２

歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子（障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）第４条第１項に規定する障害者又は

同条第２項に規定する障害児である子にあっては、満１２歳に

達する日後の最初の４月１日から満１８歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にあるものを含む。）を養育するた

め、１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当である

と認められる場合における休暇をいう。） 

【新設】 

３ 前項各号に掲げる休業又は休暇のほか、フルタイム会計年度任

用職員及びパートタイム会計年度任用職員が、管理者が定める休

業又は休暇について承認を受けて勤務しない場合には、第１項の

規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当

【新設】 
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たりの給与額を減額して給与を支給する。 

第２３条～第２９条 （略） 第２３条～第２９条 （略） 

（委任） （委任） 

第３０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必

要な事項は、管理者が別に定める。 

第３０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必

要な事項は、管理者が別に定める。 

附 則 （略） 附 則 （略） 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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